
第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現

１．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着 ～賃上げ支援の政策総動員～

（１）中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画の実行

2029年度までの５年間で、日本経済全体で年１％程度の実質賃金上昇、すなわち、持続的・安定的

な物価上昇の下、物価上昇を１％程度上回る賃金上昇をノルムとして定着させる。この実現に向け、
中小企業・小規模事業者の賃上げを促進するため、価格転嫁・取引適正化、生産性向上、事業承継・
Ｍ＆Ａによる経営基盤強化及び地域の人材育成と処遇改善に取り組む。

価格転嫁・取引適正化については、「官公需における価格転嫁のための施策パッケージ」に基づく
取組として、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の導入拡大・活用、「中小企業者に関する国
等の契約の基本方針」に基づく物価上昇に伴うスライド対応や期中改定、国・独立行政法人等及び地
方公共団体において必要となる予算の確保等を進める。中小受託取引適正化法の執行体制を強化する
とともに、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知広報を徹底する。パート
ナーシップ構築宣言の拡大や実効性の向上を含め、サプライチェーン全体で取引適正化を進める。中
小企業の知的財産への侵害に関する実態調査を行い、独占禁止法上の指針を策定するほか、知財経営
支援ネットワークを通じたリテラシーの向上等に取り組む。

（中略）

政府として、「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」に定める、①地方の中小・小
規模事業者にとって重要な官公需における対策等を含めた価格転嫁・取引適正化の徹底、②業種別の
「省力化投資促進プラン」とそれに基づくきめ細かな支援策の充実と支援体制の整備を通じた中小企
業・小規模事業者の生産性向上、③中小・小規模事業の経営者の方々の事業承継・Ｍ＆Ａに関する不
安や障壁を取り払い、先々の経営判断を計画的に行うことができる環境の整備、④地域で活躍する人
材の育成と処遇改善等の施策パッケージを実行する。

「経済財政運営と改革の基本方針2025」
（令和7年6月13日閣議決定）（抜粋） 参考資料４



Ⅱ. 中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画の推進

１．官公需も含めた価格転嫁・取引適正化

（２）労務費等の価格転嫁の更なる推進

近年、労務費を含む中小企業・小規模事業者の価格転嫁率は全体では改善傾向にあるが、業種別に

見ても、例えばトラック運送・広告・放送コンテンツ等の業種を始めとして更なる改善が必要であり、
同時に、中小企業間や中小企業・小規模事業者間の価格転嫁も課題である。業種ごとに様々なサプラ
イチェーンの形態が存在することにも鑑み、業所管省庁において労務費等の価格転嫁の進捗を業種別
にきめ細やかに把握するとともに、中小企業間、中小企業・小規模事業者間の取引への対応を含めて
更なる取引適正化を推進する。

（中略）

（３）中小企業・小規模事業者の知的財産の保護の強化

中小企業庁の調査によると、利益の主な使い道として「研究開発」を挙げる中小企業は売上高を大
きく成長させる傾向にある。他方で、大企業等との取引関係の中で中小企業・小規模事業者が知的財
産侵害を受けるケースも見られることに鑑み、政府全体で中小企業等の知財経営リテラシーの向上や、
侵害抑止強化に向けた制度の構築に取り組む。また、公正取引委員会においては、実態調査と、その
結果を踏まえた適切な知的財産取引のための独占禁止法上の指針の策定と遵守徹底に取り組む。加え
て、中小企業・小規模事業者への知財の活用促進により、その「稼ぐ力」を高めていくため、知財経
営支援ネットワーク（特許庁、工業所有権情報・研修館、日本弁理士会、中小企業庁が、日本商工会
議所と連携して中小企業・小規模事業者を知財の観点から支援する枠組み）を通じた好事例の創出や
伴走支援、知財経営支援人材の育成等も併せて実施していく。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版」
（令和7年6月13日閣議決定）（抜粋）


